
第 ４ 回 自 動 車 登 録 の あ り 方 に 関 す る 検 討 会

日 時 ： 平 成 ２ ３ 年 １ 月 ２ ６ 日 （ 水 ） １ ３ ： ０ ０ ～ １ ５ ： ３ ０

場 所 ： 国 土 交 通 省 国 際 会 議 室 （ 中 央 合 同 庁 舎 第 ３ 号 館 ）

〈 議 事 次 第 〉

１ ． 開 会

２ ． 事 務 局 か ら の 資 料 説 明

３ ． 討 議

４ ． 閉 会



【資料 １】 
 

 
 

自動車登録手続における添付書類の簡略化の方向性について（案） 

 

自動車登録手続における添付書類の簡略化について以下の通りの対応とする。 

 

添付書類名 対応方針 

住民票の写し 【住基ネットの活用による添付省略の検討】 

本人確認に必要な４情報（住所・氏名・性別・生年月日）については

住基ネットの情報と、車両情報（登録番号、車台番号等）についてはＭ

ＯＴＡＳの情報とを、それぞれ申請情報に突合することにより、住民票

の写しに代えることを検討する。 

自動車検査証 【案１：現状維持】 

現状の制度を維持する 

【案２：登録情報と検査情報の分離による添付省略の検討】 

自動車検査証の登録にかかる事項と検査にかかる事項を分離して取り

扱うことにより、登録手続時には自動車検査証の返納を不要とし、手続

き中でも自動車の運行を可能とするような措置が可能となるかどうか検

討する。 

印鑑登録証明書 【現状維持しつつ将来的には書類の電子化を促進】 

申請者の意思確認及び存在確認の観点から、印鑑登録証明書（ＯＳＳ

では住基カード等を含む。）を引き続き添付させる。 

一方で、住基ネットから提供をうける４情報（住所・氏名・性別・生

年月日）と、旧車両情報及び登録識別情報との組み合わせにより、意思

確認等の代替が可能かどうか引き続き検討を行う。 

また、住基カード及び公的個人認証等の活用可能性を拡大する観点か

ら、政府部内における検討等をふまえつつ、住基カード及び電子署名等

の普及促進への協力をすすめる。 

委任状 【現状維持しつつ将来的には書類の電子化を促進】 

所有権の得喪に関わる手続の代理人への委任については、本人の意思

確認が必要であり、実印押印の委任状については簡略化が困難。 

所有権の得喪に関わらない手続の委任について用いる認印押印の委任

状についても、現時点では同様にこれ以上簡略化する方法がない。 

なお、住基カード及び公的個人認証等の活用可能性を拡大する観点か

ら、政府部内における検討等をふまえつつ、住基カード及び電子署名等

の普及促進への協力をすすめる。 

譲渡証明書 【現状維持】 

前述のとおり、所有権の移転に当たり添付を求める印鑑登録証明書に

ついて、現状維持とするものであることから、譲渡証明書も同様の取扱

とする。 

 



【資料 ２】 

平成２３年１月 

国土交通省自動車交通局 

技術安全部自動車情報課 

 

今後の自動車保有関係手続のワンストップサービスのイメージ（案） 

 

１．新規登録について 

新車新規登録については、もともと本人申請が殆ど見込まれないことに鑑み、現行

の取扱を当面の間維持しつつ、現在のＯＳＳ稼働地域についてはＦＤ申請からＯＳＳ

申請への切り替えを促進することにより新規登録の利用率向上に努める。 

なお、新車新規登録と併せて変更登録、移転登録又は抹消登録を行う場合は、両申

請をＯＳＳにより同時申請することを可能とする。 

 

２．変更登録について 

変更登録については、住所変更を行う本人申請が多く想定されることから、本人申

請を可能とするシステム構築を行うとともに、本人確認資料など一部添付資料につい

ては郵送対応を検討する。 

この場合、運輸支局において郵送物の開封、受付、申請情報との突合等の業務が現

行の業務に追加され増加となることが見込まれる。 

そのため、郵送対応であるため、業務を行う場所が制約されないこと、必ずしも即

日処理である必要がないこと等の業務の特性を踏まえつつ、郵送対応を可能とするた

めの体制の整備など検討を行う必要がある。 

 

（参考） 

・ＯＳＳの郵送対応業務を集約する専用の部署としてＯＳＳセンター（仮称）

を新たに設置 

・審査業務を行う職員及び賃金職員で構成するイメージ 

・ＯＳＳセンターでは、ナンバープレートの交付を要しない手続き全体、ナン

バープレートの交付を要する手続きの一部（郵送物の受付、審査、登録、管

轄運輸支局への引き継ぎ）を行う。 

 

３．移転登録について 

移転登録についても本人申請が多く想定されることから、本人申請を可能とするシ

ステム構築を行うとともに、本人確認資料、登録原因証明情報など一部添付資料につ

いて郵送対応を検討する。 



【資料 ２】 

この場合、運輸支局において郵送物の開封、受付、申請情報との突合等の業務が現

行の業務に加えて増加となることが見込まれる。 

そのため、郵送対応であるため、業務を行う場所が制約されないこと、必ずしも即

日処理である必要がないこと等の業務の特性を踏まえつつ、郵送対応を可能とするた

めの体制の整備など検討を行う必要がある。 

 

４．添付書類の簡略化について 

１）住民票の写しについて 

登録手続に際し求める「住民票の写し」については、運輸支局において申請書情

報を住民基本台帳ネットワークの情報と照合して新住所における本人実在性を確

認するとともに、ＭＯＴＡＳ側において申請に係る自動車の旧の登録番号、車台番

号を引用して突合し旧情報との継続性を確認することにより登録原因証明情報と

しても活用可能とし、その添付を省略することについて検討する。 

 

２）自動車検査証について 

登録に際し「自動車検査証」の返還を義務づけていることに関し、自動車検査証

には登録にかかる事項と検査にかかる事項が記載されていることから、これらを分

離して取り扱うことにより、登録手続時には自動車検査証の返納を不要とし、手続

き中でも自動車の運行を可能とするような措置が可能となるかどうか検討する。 

 



支局サーバ OSSセンター（仮称） 各運輸支局等
申請者（本人・資格者代理人） インターフェイスシステム その他

支局

OSSセンター（仮称）を活用した中間登録の業務フロー(ナンバー変更無し）

申請 中継

申請書印刷・捺印

紙書類郵送 紙書類受取

申請書情報印刷

審査

受付審査完了

中継 保管場所審査

登録審査中継

中継 県税審査

中継

車検証交付

宛先印刷

車検証郵送車検証受取

・捺印済ＯＳＳ申請書

・旧車検証コピー 等

申請者より送付された

返信用封筒で返送する

旧車検証郵送

・車検証郵送票

・旧車検証

・新車検証

OSS申請情報受信

基本４情報取得

基本４情報審査

基本４情報取得

OSS申請の申請情報と住基

ネット上の情報とが不一致で

あった場合は、無効または補

正とする

＜住基ネットシステム

＜警察サブ・保管場所システム＞

＜都道府県接続システム＞

本人認証

住所のつながり確認

電子添付書類と申請書の確認

MOTAS登録

車検証郵送票で申請を突合して、あ

らかじめ送付されている旧車検証コ

ピーと旧車検証差し替え

業務フロー システム処理 作業 対面作業凡例：

登録する車両の確認

旧車両情報取得

＜MOTAS＞

旧車両情報取得

旧車両情報審査

OSS申請の申請情報とMOTASの

情報とが不一致であった場合は、

無効または補正とする

車検証郵送票印刷

県税等納付

手数料等納付

基本４情報の授受

（氏名、住所、生年月日、性別）



支局サーバ OSSセンター（仮称） 各運輸支局等

注）ナンバープレートの変更があるときは、最終の場面で車両を持ち込む必要がある。（車検証の返納を不要とするメリットが少ない。）

申請者（本人・資格者代理人） インターフェイスシステム その他
支局

車検証返納を不要とした場合の中間登録業務フロー（ナンバー変更無し）

申請 中継

申請書印刷・捺印

紙書類郵送 紙書類受取

申請書情報印刷

審査

受付審査完了

中継 保管場所審査

登録審査中継

中継 県税審査

・捺印済申請書

・返信用封筒 等

OSS申請書受信

基本４情報取得

基本４情報審査

基本４情報取得

＜住基ネットシステム

＜警察サブ・保管場所システム＞

＜都道府県接続システム＞

登録する車両の確認

電子添付書類と申請書

の確認

MOTAS登録

車検証と申請書の確認

旧車両情報取得

＜MOTAS＞

旧車両情報取得

旧車両情報審査

本人認証

住所のつながり確認

凡例： 業務フロー システム処理 作業 対面作業

登録事項等証明交付

宛先印刷

登録事項等証明郵送登録事項等証明受取

申請者より送付された

返信用封筒で返送する
・新登録事項等証明

中継

手数料等納付

県税等納付

OSS申請の申請情報と

MOTASの情報とが不一致

であった場合は、無効また

は補正とする

OSS申請の申請情報と住基

ネット上の情報とが不一致で

あった場合は、無効または補

正とする

基本４情報の授受

（氏名、住所、生年月日、性別）



※（運輸支局でのでの車検証・ナンバー受領のケースを想定）

支局サーバ OSSセンター（仮称） 各運輸支局等
申請者（本人・資格者代理人） インターフェイスシステム

支局
その他

OSSセンター（仮称）を活用した中間登録の業務フロー(ナンバー変更有り）

申請 中継

申請書印刷・捺印

紙書類郵送 紙書類受取

申請書情報印刷

審査

受付審査完了

中継 保管場所審査

登録審査中継

中継 県税審査

中継

車検証交付

ナンバー交付

封印
車検証

ナンバープレート

受領

・捺印済OSS申請書

・旧車検証コピー 等

引換証

旧車検証・

旧ナンバープレート

（車両ごと）

OSS申請情報受信

基本４情報取得

基本４情報審査

基本４情報取得

＜住基ネットシステム

＜警察サブ・保管場所システム＞

＜都道府県接続システム＞

本人認証

住所のつながり確認

電子添付書類と申請書の確認

MOTAS登録

車検証と申請書の確認

業務フロー システム処理 作業 対面作業凡例：

登録する車両の確認

旧車両情報取得

＜MOTAS＞

旧車両情報取得

旧車両情報審査

OSS申請の申請情報と

MOTASの情報とが不一致

であった場合は、無効また

は補正とする

ナンバー交付代行者

運輸支局等に車両ごと持込み

窓口での対面作業

OSS申請の申請情報と住基

ネット上の情報とが不一致で

あった場合は、無効または補

正とする

基本４情報の授受

（氏名、住所、生年月日、性別）

手数料等納付

県税等納付

引換証印刷



【資料 ３】 

1 

 

「自動車登録のあり方に関する検討会」に向けて（各運輸局の意見等） 

 

 

自動車登録手続における添附書類の簡略化の方向性について 

 

○今後のワンストップサービスのイメージについて 

・新規について、今後、変更・移転・抹消と同時申請への対応が可能とする方向について

は、特に異論はない。 

・ハイブリット利用の場合の紙媒体書類は、最寄りの支局等に提出できるようにするなど

の利用促進策の検討を行う必要がある。（受付審査は最寄りの支局で可能とする検討を

追記する。） 

・新規登録について本人申請が殆ど見込まれないとなっているが、むしろＯＳＳが導入さ

れた場合にはユーザーは諸費用削減等のために登録手続だけでも本人申請を希望するケ

ースが増えるのではないか。このことから新規登録についてもシステムの構築、一部添

付書類の郵送対応を検討願いたい。 

・新車新規登録と併せて同時申請することを可能とするとしているが、イメージが湧かな

い。 

・一般ユーザーが 1 度限りのための変更登録や移転登録を申請するために、OSS のシステ

ムを整備して申請するとは考えにくい。また、登録に関する知識が乏しい一般ユーザー

に不備書類の補正処理を求めることも難しく、連絡ができない場合は不備のまま放置さ

れ、トラブルの原因となることが考えられる。 

・ナンバー交付の必要な申請について、ナンバーの交換等は後日で可とするのか。登録日

（番号付与日）と車検証交付日が相違し、さらにナンバー交付日、封印施封日が相違す

る場合の措置について、現行どおり実施することは不可能。現行、管轄変更入りに係る

申請において、当日中の当該車両の運輸支局への持込が出来ない場合は、当該申請が当

日中に完了しないとして、申請受付をしない措置をとっているが、中間登録への OSS 申

請の導入により、登録日の後日にナンバー交付及び封印施封となることが普通となるこ

とから、OSS 以外の申請においても、後日施封を認めざるを得ない。以上により、封印

の残数確認やナンバー未受領の発生については、事実上早期発見は不可能となる。 

・検査との一体性も考えておかないと、ユーザーに不便を来すことになるのではないか。 

・一旦制度や、体制を変更したら、変更後に問題が生じる結果となっても元に戻すことは

困難。したがって制度、体制の変更に当たってはよくシュミレーションして慎重な上に

も慎重を期した検討を行ってほしい。 

・個人の場合の想定のようであるが、法人の場合の取り扱いはどうするのか。 

・新車新規登録と中間・抹消登録をＯＳＳにより同時申請することのメリットはなにか。（手

数料？ 車庫証明？ その他添付書類？）通常は、新規登録した車両を納車し、その後、

下取り車両の移転登録や抹消登録の手続きが踏まれるものが多数と思われるが、同時に

申請を受け付け登録日は同日でなくても可能ということか。 

 

 

○ 郵送について 

・中間登録（変更・移転）については、郵送の対応が検討されているが、現状の窓口での

申請と OSS での申請によるものとを明確に区別し、現状の窓口申請については引き続き



【資料 ３】 

2 

 

郵送を認めないで頂きたい。また、OSS に係る内容について提案されているように現体

制とは別個に処理ができるような方式と処理体制を構築願いたい。 

・ＯＳＳセンターの支局ごとの設置については、大規模支局では有効性があると思わる小

規模支局が多い地域ではどの程の申請件数が見込めるか疑問であり、小規模支局では集

約化が必要と思われる。また、郵送のみの対応ではなく、事前にＯＳＳで登録申請を受

付し（添付書類は写しを添付。）、添付書類を持参する方法も検討してはどうか。（事前

審査を実施し添付書類の付け合せのみで車検証の交付を行い交付時間の短縮を図る。）  

・郵送による申請受付業務は、開封、審査、修正依頼（℡対応、トラブル、経費の増大）

発送（書留経費の増大）等職員への負担・経費の増大が懸念されることから郵送の取扱

については慎重に検討していただきたい。 

・「ＯＳＳセンター（仮称）を活用した中間登録の業務フロー（ナンバー変更あり）」の 

シートについて、申請は電子により行うことで出頭しなくてもナンバーの変更のため 

最後には出頭するのであれば、管轄主義及び封印制度のあり方を検討し一般ユーザーに

利便を図るべきではないか？ 

※ナンバーについては、変更義務をなしにする。・・・ナンバー交付手数料を転勤の都

度、ユーザーは番号変更して手数料を納めなければならないため 

 ※封印については、全国統一封印にしてどこの支局でも可能とする、また、登録日   

から数週間以内に封印を行うなど 

・本人確認資料の一部添付資料について、郵送対応を可能とするための体制の整備を検討

するとなっているが、この際には、現有支局の人員での対応は困難と考えられるので、

（参考）にもあるが新たな専用部署での対応として検討するイメージとして頂きたい。 

・センターの設置を支局単位で設置するか、それとも全国規模で設置するのか、一般的に

考えて管轄ごとに設置するのは非効率的と考えるが、一方、全国規模となると申請件数

からして、膨大な処理件数となり、相当数の職員が必要となる。また、業務を行う場所

は、少なくとも OSS と MOTAS 端末は必要となる。センターの設置には、人と予算の確保

が必要である。 

・郵送処理については外に嘱託が考えられるが、その場合には個人情報の取り扱いや不正

の排除をどうするか等の課題が残る。 

・郵送対応について、各支局・事務所で処理するのでは無く、専用の部署で処理する事は、

方法の一つではあるかもしれない。ただ、郵送等は、申請書類が紛失したときの対応、

及び申請内容不備の補正対応等、問題もあると考える。 

・郵送による対応にあたっては、補正等も含め対応に要す時間、要員が大幅に必要となり、

現行体制では対応困難であることから、適正に対応出来る体制作り（増員等）が必要。 

・郵送対応は、修正依頼や文書自体の到達の有無が確認困難なため慎重に検討して欲しい。 

・即日処理の必要性はないとあるが、書類や車検の有効期限等の関係で、受付順に処理す

ることができなくなり、トラブルの原因となる。 

・ＯＳＳセンターを設置するとしても、郵送書類の不備やそれに伴う書類の差し替え等が

発生し業務は煩雑となる。 

・車の買い換えは一般的には、頻繁には行わないと考えるところ、その車の登録手続きの

ために、個人ユーザーがＯＳＳ申請をできる環境を整えるとは考えにくいことから、Ｏ

ＳＳの利用はあまり進まず、したがって郵送対応業務も増加しないのではないかと考え

られる。このことから、ＯＳＳセンターを設置する意義があるのか疑問である。 
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○ 住民票について 

・複数回の住所変更をしている者の変遷が住基ネット情報で確認できるのか。また、その

ような状況でどのように突合するのか疑問。 

・「住民票の写し」は、使用者の所在証明書として添付しているが、ＯＳＳ申請の場合は

原因証明書としても取り扱うこととするのか。申請手法により扱いを変えることはトラ

ブルもととなるため避けたい。 

・住基カードは不可という整理にして欲しい。あくまで住基ネットとの突合を要件とする。 

・住基ネット上、履歴情報はシステム上に蓄積されているが、住民基本台帳法上一部の特

例が定められた手続きを除き、国の機関がそれを活用することが出来ない。とのことで

あるが、そもそも、その制度を見直し（登録制度を入れるなど）、その後、議論するべき

ことではないか。 

・特例として見られる制度があるのであれば、あえて登録官がリスクを負う必要があるの

か、つながらなくて問題が生じた場合、責任の所在はどこへ行くのか。 

・窓口での紙申請にも適用する場合は、ＭＯＴＡＳにＯＣＲシートを投入した際、検査証

（控え）に住基ネット情報を印刷し審査するのであれば、業務量の増加を最小限にでき

るが、現行の完検証・排検証のようなイメージ（その都度印刷し、添附書類として目視

確認）ならば、印刷する時間が余分に係り、業務量が増えるため問題有り。 

・ＯＳＳの場合は機械による突合作業が出来るので作業の効率化を図れるが、複数回住所

変更をしている場合には、中間省略とのことなので、住所変更の手続き省略を認めるこ

とになり、窓口での紙申請との整合性に問題有り。 

・窓口申請では住所がつながらない場合は却下となるのに、OSS 申請では処理できるとし

た場合に法制度上問題はないのか。（繋がりが取れなくても、氏名が同じであれば確認で

きたといえる、としているのは、法律上問題は無いとするのか。） 

・現行でも住所変更等の手続はなかなか行われていないのが現状であるのに、さらに意識

が下がることにならないか。 

・住所変更のつながりを挙証する書面を求めないとした場合、住所変更手続きを怠るとい

うことを助長することになるのではないか。 

・住所変更の度に変更登録手続きを行った者とそうでない者との間に不公平が生じるので

はないか。 

・１００％の同一人物の確認ができなければ問題ではないか。万一の場合の責任の所在は

どうなるのか。 

・使用者住所証明物として、住民基本台帳ネットワーク情報を活用することに問題はない

と考える。ただし、住民基本台帳ネットワーク情報を登録の原因を証する書面として活

用することは問題があると考える。これまでも登録窓口及び審査において、現所有者と

同姓同名の住民票が添付された場合でも、つながりが確認できない場合は申請を不受理

としている。善意の申請と解すれば本人であろうとの推測も可能であるが、所有権の公

証という大命題がある限り推測での登録は困難であると考える。 

・使用者住所証明物としては活用可能と思うが、登録の原因証書としての活用は疑問であ

る。 
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○ 自動車検査証について 

・〈提案〉ＯＳＳ申請の場合は、申請時の車検証の提出は義務づけず、登録後の自動車検

査証交付時に返納することにする。なお、登録後、１５日以内に自動車検査証が交付で

きない場合は、その登録を失効することが可能か検討する。 

・ユーザーによる車検や登録が増えている中、昔のように登録事項と検査事項を分けて証

書を交付した場合、せっかく制度を理解をした一般ユーザーを混乱させる。登録事項と

検査事項の区分には法整備が必要であるので、登録通知書のあり方を変更したり、申請

期間中は車検証のコピーでも運行を可能にする等の検討がよいのではないか。 

・自動車検査証の登録情報と検査情報の分離については、仮に分離されるとした場合には

どのように定義されるのかイメージがつかめないが、車両を運行中、仮に事故・取り締

まりなどにより車検証の提示を求められた場合、不具合が生じる。また、車検証の返納

を要しないとなると、所有権のトラブルなども発生する可能性もある。明確な理屈付け

ができない限り、現状維持が妥当。 

・現状の制度を維持する。ＭＯＴＡＳの情報と異なる自動車検査証で運行することになる

ため。 

・現状況は車検証再交付申請が非常に多いことからして、一般ユーザーが車検証を持って

いなければ自動車を運行できないという認識がないと思われる。 

・「車検証返納を不要とした場合の中間登録業務フロー（ナンバー変更無し）」のシート 

は、車検証を必ず変更させることとして考えないのがよい。 

・登録情報と検査情報の分離を行った場合、窓口からの紙申請による場合に受付の時点で

登録情報と提出書類の適否確認が出来ないため、提出書類が適正で無い場合は審査後に

書類を返還することになり、返還するまでに時間を要するのでトラブルの原因となるほ

か、受付と審査による書類の二重チェックが出来ない等の問題が発生する。また、警察

等による取締・事件・捜査等の際に検査証による所有者・使用者の確認が出来なくなり、

支局・事務所への照会が増えることが考えられる。 

・所有者・使用者が同一の場合や登録番号を変更した場合など、登録ファイルのみ変更し

て車検証の記入申請を怠ると、車検証の記載と登録ファイルの内容に差異が生じること

となる。継続検査の時などに車検証と現車の登録番号が違うなどの不都合も生じる。ま

た、窓口申請で登録申請と検査証記入申請を同時に行うことの取り扱いが困難となる可

能性がある。 

・車検証が戻ってから、新しい車検証を印刷することになっているが、戻ってこなかった

ときは、その書類はいつまでも処理が終了しないこととなる。（車検証は申請書と一緒に

綴り、保管することになっているので） 

・継続車検時に、新しい車検証が使用者に返付されるなら、登録の申請時に提出せず旧車

検証のままで保安適合証による継続申請したときに、提出車検証と同じでなければ保適

を切れないはずだが問題ないのか。（「保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安

基準適合証の取扱について」自技第４３号、自整第６３号、平成７年３月２７日） 保

安基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の取扱要領の記載方法に当該

自動車検査証の該当事項を転記することとなっていて、その中に「使用者（＝氏名又は

名称、住所となっている）」も該当事項になっている。また、短期間の間に、移転登録が

何回も行われたり、変更登録が行われたとき車検証が最新のものでなかったりしたとき、

二重登録などの問題は起こらないのか。申請が二つの支局に行われたとき、どちらか手

続きが早いものが優先されるので、問題は起きないのか。リスクを考えると現状の制度
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を維持した方がよいと思われる。 

・ユーザーに馴染んでいる現行の自動車検査証を二つに分けることは、煩雑で、紛らわし

くなるのではないか。自動車検査証の後日返納を認めるために、自動車検査証を二つに

分類するということであれば、敢えて変更する必要性は乏しいと考える。 

・自動車検査証の返納を不要とすることは、登録ファイル上の内容と実際の自動車検査証

の記載内容とが乖離することになり、保安行政上望ましくないのではないか。 

・自動車検査証の登録にかかる事項と検査にかかる事項を分離するのであれば、検査にか

かる事項の業務を専門的知識がある整備部門に移管することが望ましい。 

・登録事項等証明書で行うことが定着していない状況では、特に移転登録の際にトラブル

が多発することが懸念される。 

・自動車の運行のみを考えると登録事項と検査事項を分離した車検証を交付することで運

行は可能になると思う。しかしながら、問題は継続検査申請時における申請者の確認方

法になると思われる。 

・登録手続時に自動車検査証の返納を不要とした場合、登録手続きの案内に支障が生じる。

また、登録手続きの必要書類確認のために登録証明を請求するのは非現実的であり、手

続きの軽減とはならない。なお、自動車の運行を確保するのであれば、登録事項と検査

事項を分離した自動車検査証の交付は可能と思われるが、継続検査時における申請者確

認で支障が生じる可能性がある。 

 

 

○ 印鑑登録証明書・委任状について 

・現状維持しつつ、住基カードの拡大及び電子署名等の普及促進を進め、ＯＳＳ本来の姿

での運営を目指すべき。 

 

 

○ 譲渡証明書について 

・現状を維持すべき 

・Ｂタイプ車検証構築の時に「旧所有者が登録識別情報を新所有者に提供することで（新

所有者が登録識別情報を入力することで）譲渡の意思確認ができるので譲渡証明書を省

略できる。」と提案した。当時はあまりメリットがなかったのでリース協会等は利用し

てこなかったが、ＯＳＳ等電子申請にあっては「紙」の存在が課題となるので有効だと

思う。登録識別情報に拘わらず、例えば譲渡したことを電子キーとして新所有者に伝え

ることにより、Ａタイプ（識別情報を持たない）車検証でも電子譲渡は可能になります。

電子申請にあっては、なるべく「紙」を減らすことが有効なので、譲渡証明書の簡略化

は検討するべきと考えます。 

 

 

○ その他 

・現行のＯＳＳ申請では、エラー等があった場合には早い時間に申請者（ディーラー）に

連絡を取ることでトラブル防止を図っているが、中間申請で個人の申請を想定するので

あれば、次のような対策が必要ではないか。 

①旧字体と新字体を自動判定する、住所にスペースが入った場合自動判定する等、機械

判定出来るものを増やし、補正を不要にして自動審査処理出来るようにする。 
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②現状の補正等を短時間に簡単に行えるようにする。 

③取り下げが出来るようにする。 

④手数料の振り込みを審査決裁後に変更し、取り下げ等があった場合の手数料返還   

等のトラブル要因をなくす。 


